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はじめに
　薬物治療法は医療現場における様々な治療法のな
かでもその位置づけは重要なものとなっている．本
来薬物治療法では個々の患者に至適な治療，すなわ
ち，有効かつ副作用の起こらない投与設計を行う
（治療の個別化）のが理想である．特に薬剤の有効
治療濃度域が明確かつ狭い薬剤（安全域の狭い薬
剤）にあっては，治療薬剤血中濃度モニタリング
（TDM）が必要とされる．薬剤の微量血中濃度測定
法が進歩した結果，数種の指定薬剤にあっては計画
的な投薬計画に従って治療を行うことが推奨され，
また，それにより保険点数が加算される．しかし，
TDM業務が日常化するには血中濃度測定の費用，
所要時間，採血という患者の痛み等，まだ多くの問
題がある．従って，一部の薬物を除いてどの患者に
対しても，1回300mgを1日3回といった一様な薬
剤投薬が行われているのが現状である．「治療の個
別化」を推進するためにはこのような問題を解決す
るだけではなく，臨床でのニーズを熟知し，臨床薬
理学領域でどのような情報提供が出来るのかを把握
する必要があった．そこで，薬剤処方の実態を調査
する目的で，東京医科大学病院，東京医科大学霞ヶ
避病院，東京医科大学八王子医療センターの医師が
日常の診療において行っている薬剤処方設計と，必
要としている情報についてのアンケートを実施し，
情報提供の可能性について検討した．
対象・方法
　対象としては，東京医科大学病院，東京医科大学
霞ヶ浦病院，東京医科大学八王子医療センター3施
設の30代から60代の臨床経」験豊富な本学教職員91
名に御協力いただき，アンケートを依頼した．調査
期間は平成9年10月9日～同年10月25日の2週間
とした．回答はチェック方式とし，該当しない場合
は「その他」の項目に記入できる形をとり，コメン
ト，意見等も自由に記入できるように配慮した．分
析は総合的なものの他，年代別，分野別にも行った．
回収率は90．1％（82人）であった．回答者の年齢
層は図1に示す通りで，内科系，外科系の比率は
2：3であった．
結 果
　アンケート1二処方した薬剤の投薬量がその患者
にとって薬効を発揮するに十分な量かまたは過量か
について不安を感じたことがあるかどうか，および
＊東京医科大学病院，東京医科大学霞ヶ浦病院，東京医科大学八王子医療センターにおける薬剤処方の現状と今後
必要とされる情報提供について（薬剤処方に関するアンケート報告）
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図1　アンケート対象者の年齢層
不安を感じた理由：
　回答者の93．8％が処方した薬剤の投薬量に不安
を持った経験があり，30代の医師では全員が不安
を感じたことがあると答えた．不安を持った理由
（複数回答あり）として，67．1％は「症状が改善さ
れない（効いているのか確信が持てない）ため」，
40．8％は「副作用が出たため」，30．3％は「経験的
対処だけで不安があった」ことを挙げた．その他の
理由としては，投薬量を減量しても症状が変化せず
に判断不能であったため，体格の違い，新薬で情報
が不足していたためなどがあった．不安を持つ特定
の薬剤としては，抗生物質，抗ガン剤，免疫抑制剤，
抗てんかん剤，気管支拡張剤等を挙げた医師が多か
った．「特に不安を感じたことのない」医師も皆，
副作用発現を経験していたが，その80％は「経験
的対処で問題がなかったため」と答えた．
　アンケート2：処方した薬剤が患者に無効あるい
は過量ではないかと感じた際にどのような判断をし
たかについて二
　回答者の30．7％は「投薬量に問題があった」，
24．3％は「薬剤の選択に問題があった」と答え，そ
の両者と判断した回答42．0％を加えると97％が無
効あるいは過量ではないかと感じたことがあった．
「投薬量の問題」とした医師（72．7％）も「薬剤の
選択に問題があった」とする医師（66．3％）もその
判断は経験に基づくものが多かった．「投薬量の問
題」とした医師のうち44．2％は「血中濃度を測定
した結果」と答えているが，投薬量の増減を行う際
に理論式を使用して行った医師は10．2％にすぎなか
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図2　処方した薬剤が患者に無効あるいは過量ではないかと感じた際の判断理由
　　a．「投薬量に問題があった」場合，その投薬量の増減に際しての判断理由
　　b．薬剤の選択が適切でなかったと判断した場合，他剤への切替に際しての判断理由
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つた（図2－a）．経験的に「薬剤の選択が適切でなか
った」とした医師が他剤に変更する際，回答が無か
ったもの（記入無し）（前間に対する回答と同じと
考えられる）を加えると，その9割は経験的に行っ
ていた（図2－b）．
　アンケート3：処方薬剤について血中濃度を測定
あるいは測定を依頼したことがあるかどうかについ
て：
　回答者の74．4％は薬物の血中濃度を測定した経
験があった．また，「測定したことはないが測定し
たいとは思っている」は19．5％であり，「測定した
ことが無く，その必要性も感じない」と答えた医師
は6．1％にすぎなかった．血中濃度の測定を科内で
行っているところは13．1％と少なく，59．0％は院
内，63．9％は院外と回答（複数回答あり）しており，
院外での測定になるほど長時間（1週間）を要して
いた．また，測定回数については「定期的に行って
いる」という回答は51．0％であったものの，その
回数は「数カ月～半年に1回」が27．9％と最も多
く，「ひと月に1回」は14．8％であった．22．0％は
「1回の確認のみ」，11．1％は「その他，症状を見な
がら行う」という結果であった．（図3）
　「血中濃度を測定した経験がある薬物」としては
約75％の医師がTDMの対象となる薬物のうちの1
ないし2種類を挙げた．この結果を年代別に見た場
合，50代の医師が血中濃度測定に積極的な傾向が
うかがわれた．また，血中濃度測定を行ったことが
ない理由として，61．1％が「費用の問題」，50．0％
は「所要時問の問題」，50．0％は「緊急性が無い」
ことを挙げた．「測定したことはないが測定したい
と思っている」という医師は60代に多く，測定し
ない理由としては「費用の問題」を挙げるものが多
かった．また，「測定したことはないが測定したい
と思っている」医師は圧倒的に外科系に多く　（外科
系17．1％，内科系2．4％），その対象薬物として抗ガ
ン剤と抗生物質を挙げたものが多かった．（図4）
　アンケート4，5：薬物相互作用，副作用情報に
ついて：
　「薬物相互作用」および「副作用」に関する情報
について，それぞれ82．9％，76．8％が「不足してい
る」と回答した．また，相互作用情報を必要とする
のは「2剤併用時」が最も多く60．3％，「3剤以上の
併用時」47．1％，「初回処方時」38．2％，「投与薬剤
変更時」30．9％，「副作用発現時」45．6％であった．
副作用情報を必要とするのは，「初回処方時」
63．5％，「投与薬剤変更時」50．8％，「副作用発現時」
66．7％であった．相互作用，副作用の情報源として
約90％が「パンフレット・添付文書等」，約50％
が「成書」を挙げ，「Medica1　Representative（MR）
ないし薬剤部より情報を得ている」医師は約20％
であった．また，「CD－ROM」，「インターネット等
コンピュータ」から情報を得ている医師は少なく，
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図3　処方薬剤の血中濃度測定の経験の有無と頻度
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図4　a．血中濃度を測定したことがある薬剤（年代別）
　　b．血中濃度を測定してはいないがしてみたい薬剤（内科系，外科系別）
CD－ROMの利用は50代まで，インターネットの利
用は40代までに限られた．「情報は充分に得られて
いる」　と答えた医師もその情報源は同様であった
が，その約40％の医師が「MRないし薬剤部から
の情報を利用している」と回答しており，60代で
はこの利用率が高かった．
　アンケート6：処方薬剤について，情報提供され
た場合に利用を希望するもの＝
　回答者の80．5％が「薬物相互作用の可能性とそ
の症状」，69．5％が「副作用の可能性とその症状」
に関する情報を求めており，腎機能障害を有する患
者（73．2％），高齢者（67．1％）に適した投薬量・投
与問隔の算出を挙げる医師も多かった．内科系，外
科系で見た：場合，外科系に情報提供を希望する者が
多かった（図5）．
考 察
　TDMは，中毒症状が疑われたり，充分な投与量
であると思われるのに効果が無い場合，ノンコンプ
ライアンスが疑われる場合，あるいは投与剤形や投
与法を変えた場合などに特に必要である1・2・3）．アン
ケートの集計結果から，「症状が改善されない時」
に投与量が治療効果を発揮するに充分な量かどうか
について最も疑問を抱いていることが明らかとなっ
た．また，日常の薬剤投与の多くが医師の経験：に依
存して行われ，経験の浅い医師ほどそれに不安を抱
いていることが今回のアンケートよりうかがわれ
た．薬剤の投薬量に問題があると判断して血中濃度
を測定しても，薬物動態学の理論式（ベイジアン法
など）を用いて投与量を決定する医師は少なく，経
験的な対処が半数以上を占めていた．医師が個々に
不安を抱きつつも経験的な対処を行わざるを得ない
背景には，いわゆる「1時間待ちの3分診療」とい
われる様な日常の外来診療が忙しいという現状があ
るのかもしれない．さらに，医師の側に「診察時間
内にすべてを解決しなければいけない」といった意
識が強いのではないかとも思われる．血中濃度測定
に関しても，管理者の立場の60代は費用の問題を，
30代は所要時間の問題を主に挙げ，その重要性は
理解しながらも実施できない状況がうかがわれた．
しかし，緊急の場合を除き，個’々の患者の投薬決定
には本来充分な時間を掛けることも考えに入れるべ
きと思われる．その際に，臨床薬理学的立場から医
師のニーズに応じた情報提供をしていくことが必要
であろうと考えられる．
　多くの医師が相互作用，副作用について情報を得
ているものの不充分と感じていることが今回のアン
ケートからわかった．その情報のほとんどをパンフ
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図5　提供予定の薬剤情報とその希望度
レット等から得ていることから，広く学術雑誌に報
告される新しい情報が逐次提供されることが望まれ
る．この点に関して当教室情報提供センターでは米
国Medi－Span社の情報が提供可能となっている．
この情報は世界各国において臨床使用された結果生
じた薬物相互作用に関する文献を集積したもので，
2剤以上の相互作用の可能性について検索でき，発
現時間，重篤度，文献的立証度をも知ることができ
る．単剤の場合にはその薬物と相互作用を起こす可
能性のある薬剤を全てリストアップすることも，ま
た，薬物相互作用が生じた場合の症状，その発生機
序，対処方法，詳細な注釈および文献も表示される．
この他，副作用経験薬剤がある場合には，処方中の
同系統の薬剤についてのチェック機能も完備してい
る．一方，副作用に関しては，インターネットによ
り大学医療情報ネットワークを介して最新の添付文
書情報，厚生省の医薬品安全性情報，ならびに対象
疾患は限られるが服薬指導情報，中毒情報などを得
ることができる．これらの情報が必要に応じ医師に
提供されれば，利用する側にとって極めて有用と考
えられる．
　他の項目に比較し，薬剤負荷テストから個々の患
者に適した投与量，投与方法を見いだすことに対す
る希望は以外と少なかったが，既知の薬物動態学的
パラメータを用いることにより理論的な投薬量を算
出して，個’々の患者に適用するためには，出来れば
薬剤負荷テストの実施や数日間の投薬後に血中濃度
を測定することが望ましい12）。また，図4に示す薬
剤では，血中濃度測定に基づく投与設計を行ったこ
とを示す血中濃度推移のシミュレーショングラフを
カルテに添付し，計画的な薬剤処方を行うことで特
定薬剤治療管理料が加算できることを考えれば，血
中濃度測定の費用等の問題も軽減されるのではない
かと考えられる．データが得られるまでの所要時間，
費用，採血に伴う患者の痛み等を考慮した場合，積
極的に血中濃度を測定する医師は現段階では少ない
のであろうが，少なくともTDMが必要とされる薬
剤にあっては，院内において数時間以内に測定でき
るような体制を整えるとともに，血中濃度測定が
個々の患者の薬剤治療過程において如何に重要なこ
とであるかを患者に説明する努力（インフォームド
コンセント）を払う必要性があると考えられる．
　その他，MRからの情報が偏っているとの懸念か
ら，MRに頼らない情報を希望する医師，妊婦・授
（5）
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乳婦に関する情報，代替薬剤に関する情報を希望す
る医師が多かった．また，多くの医師が手元のコン
ピュータを操作することですぐに得られる即答型の
情報を望んでいたため，将来的には学内IANの一
層の整備が期待される．また臨床薬理学の立：場から，
卒前・卒後の治療薬の処方設計についての教育もよ
り充実したものに変更して行かねばならないと考え
られる．
結 語
　多くの薬剤が市場に出回っている今日，医師が薬
剤を処方する際，学生時代に教科書で習得した代表
的な相互作用以外にも多くの知識が必要とされてい
るが，その情報は記憶するのが不可能な程に膨大な
量となっているのが現状である．今後，このような
情報を気軽に医師が利用できるよう，当教室治療薬
剤情報提供センターでは諸種の薬剤情報について逐
次情報提供していく予定である．これらの情報を積
極的に利用し，適正な薬物治療に役立てて頂くこと
を希望する．
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